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表紙写真：
　従来品より高密度にすることで厚さを薄くした
TOMBOTM No.5520「マキベエ®」高密度仕様をライン
アップいたしました。
　詳細はP2【製品紹介】をご覧ください。

①施工写真
　 天井梁への「マキベエ」施工例です。大梁部分が
高密度仕様，小梁部分は従来仕様です。

②施工断面イメージ
　 同じ耐火時間 2時間では，従来仕様の 40mmから
高密度仕様では 25mmへ，厚さを約 40%薄くでき
ます。天井裏のスペース確保や施工性の向上にも
つながります。

②①
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　新年明けましておめでとうございます。
　昨年を少し振り返ると，令和元年にふさわしく日本人が世界から注目を集めた年であったと思います。
　ラグビー・ワールドカップで日本代表31人が「ONE TEAM」を掲げて，戦術を練り上げ，不屈の精
神力で勝ち抜き，初のベスト8進出を果たしたことは，見ている人々にどれだけの感動と勇気をもたら
したことでしょうか。最後に負けはしましたが，自分の力を出し切った選手のすがすがしい姿を昨日の
ことのように覚えています。
　事業の運営も「仲間で仕事」「現場力の強化」「イノベーション」と共通の部分も多く，新卒の採用で
ラガーマン人気が高いことも納得できます。
　またノーベル化学賞では，旭化成名誉フェローの吉野彰氏が受賞しました。リチウムイオン電池の発
明はモバイル社会に革命を起こし，スマートフォンから電気自動車までの IT社会の実現を可能にした発
明といっても過言ではありません。
　インタビューでは素敵な笑顔で，「研究開発の成功の条件は極めて簡単で，技術のシーズ（種）と世
の中のニーズ（需要）を結ぶだけ，それを非常に難しくしているのは，両者がしょっちゅう変わること。
それに合わせて動かないといけない。針の穴に糸を通すという言葉があるが，研究の難しさは，ジェッ
トコースターに乗りながら糸を通すようなものだ。そこをいかに見極めるかだ」とおっしゃっていたこ
とが印象に残っています。イノベーションには2つの側面が必要で，1つは壁にぶつかってもすぐに諦め
ない執着心。そして逆に柔らかい，能天気な面。それらのバランスをうまく取ることが重要なことだそ
うです。
　IoT，ビッグデータ，AI，ロボットといった新興技術による第4次産業革命の真っ只中で，地球温暖化
や人口減少，高齢化問題，グローバル化などの，イノベーションが起きなければ解決できない問題が山
積しています。
　では，今年はといいますと，東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。また，少し先に目を
向けてみますと2025年の大阪万博，2027年の超電導リニア中央新幹線開通等，イベントは目白押しです。
　10年後の2030年はどんな社会になっているか期待が高まります。
　当社は，低炭素社会の実現のために「断つ・保つ」をキーワードにお客様のニーズに応え，パートナー
として様々な産業に貢献を続ける所存です。
　ニチアスの，地球の明るい未来に貢献する新技術や新製品にご期待ください。

新年雑感

取締役　執行役員　建材事業本部長　　齊　藤　 敏　明

巻頭言
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ただくために，新たな製品仕様として，従来仕様
より厚みを薄くした高密度仕様をラインアップし
ましたので，ご紹介いたします。

2．製　品　概　要

　従来の「マキベエ」は，厚さ20mm，40mm，
65mmの3種類となっています。
　一般的に耐火構造に関する国土交通大臣の認定
を受けた構造（以下，耐火認定）は，耐火時間や
耐火構造により仕様が異なるため，それぞれの認
定仕様に従って施工を行います。そのため「マキ
ベエ」も，それぞれの仕様で耐火認定を取得して
おり，基本仕様は，厚さ20mm品が1時間耐火，
厚さ40mm品が2時間耐火，厚さ65mm品が3時
間耐火となっております。
　今回，従来仕様より高密度にすることで，製品

1．は　じ　め　に

　耐火建築物の主要構造部の鉄骨に施される耐火
被覆材は，火災時の高温から鉄骨を保護し，建築
物の倒壊や延焼防止を担保するための重要な役割
を担います。耐火建築物を構成する耐火構造の柱
や梁には，耐火性能を付与するため，建築基準法
に基づく耐火時間や耐火構造に応じた厚さの耐火
被覆材を必要とします。
　TOMBOTM No.5520「マキベエ ®」（以下，「マキ
ベエ」）は，耐熱性の高い無機繊維をフェルト状
に成形したもので，不織布等の表面材を施した巻
付け耐火被覆材です。1996年の発売以来，鉄骨
柱や梁の耐火被覆材として，数多くの事務所ビル
や物流倉庫などの耐火建築物に用いられています
（図１）。
　本稿では「マキベエ」をより広範囲にご利用い

TOMBOTM No.5520
「マキベエ ®」高密度仕様

建材事業本部　技術開発部

製品紹介

図1　「マキベエ」外観と施工のようす
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厚さを薄くした「マキベエ」高密度仕様として，梁
の 2時間耐火用に厚さ 25mm品（認定番号：
FP120BM-0481），3時間耐火用に厚さ40mm品（認
定番号：FP180BM-0021）を製品化しました。製
品仕様を表1に示します。
　高密度仕様は従来仕様より耐火被覆材の厚さを

薄くできるため，施工性向上にもつながり，事務
所ビルなどの梁に施工することで，天井裏のス
ペースを広げることができる製品です（図2）。ま
た，高密度仕様は従来仕様と見分けるため，表面
材の色調を変更しております（図3，図4）。

表1　「マキベエ」の製品仕様

仕様 厚さ〔mm〕 密度〔kg/m3〕 標準寸法〔mm〕
　＜幅（働き幅）×長さ＞

従来仕様

20 80～ 120 925（915）×10000

40 80～ 120 925（915）× 6000

65 90～ 130 925（895）× 3300

高密度仕様
25 100～ 140 925（915）× 8000

40 100～ 140 925（895）× 5000

図2　従来仕様と高密度仕様の比較

●耐火時間
　２〔時間〕

●耐火時間
　３〔時間〕

約40%減

約40%減

床

鉄骨梁

マキベエ
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3．認　定

　「マキベエ」高密度仕様は表2のとおり，鉄骨
梁の耐火認定を取得しております。高密度仕様に
対応する耐火認定につきましては，25mm品は鋼
材寸法の制限，40mm品は耐火被覆の被覆方法が
従来仕様とは異なりますので，詳細をご確認の上，
ご使用ください。

4．お　わ　り　に

　TOMBOTM No.5520「マキベエ ®」は，建築基準
法に基づく耐火時間や耐火構造に応じた耐火被覆
材として，多くの耐火建築物に採用された実績が
あります。主に事務所ビル向けにはなりますが，
新たにラインアップした高密度仕様 25mm品，
40mm品も含めこれまで以上にご採用を検討いた
だければ幸いです。
　本製品に対するお問い合わせは建材事業本部技
術開発部までお願いいたします。

＊「TOMBO」はニチアス㈱の登録商標または商標です。
＊ 「マキベエ」はニチアス㈱の登録商標です。

表2　従来仕様，高密度仕様の耐火認定比較

耐火時間 仕様 認定番号 鋼材寸法〔mm〕

2時間
高密度仕様　厚さ25mm FP120BM-0481

H-300×200×12×22以上
かつ（2H＋B）/A≦76.5m－1

H：鋼材長さ〔m〕
B：鋼材幅〔m〕
A：鋼材断面積〔m2〕

従来仕様   厚さ40mm FP120BM-0294 H-400×200×8×13以上

3時間
高密度仕様　厚さ40mm　3面貼り FP180BM-0021 H-588×300×12×20以上

従来仕様　厚さ65mm FP180BM-0255 H-294×200×8×12以上

 ※従来仕様の耐火認定は，主要な耐火認定番号を記載しています。

図3　外観写真
※従来仕様と見分けやすくするため，表面材の色調を変えております。

図4　施工写真
※大梁部分が「マキベエ」高密度仕様。小梁部分は従来仕様の「マキベエ」。

大梁

小梁
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の審議に付され，適当であると判断された場合に
主務大臣は JISとして制定します。今回の改正で，
認定産業標準作成機関における原案作成手続きも
追加されましたが，詳細については割愛します。
　なお，JIS改正については，特別な事情がない
限り，現行規格の原案作成団体が継続して改正作
業を実施することが一般的です。したがって，技
術的な進化や社会環境の変化により現行規格に現
状との不整合が発生した場合は，原案作成団体は
迅速に改正原案の策定作業を開始することが必要
です。
　また，改正がタイムリーに実施されるよう産業
標準化法では，JISを制定又は確認若しくは改正
した日から少なくとも5年を経過するまでに見直
し，日本産業標準調査会の審議に付さなければな
らないこととしています。
　このため，経済産業省は定期的に各原案作成
団体に対し，現行 JISを「改正する」か「確認と
するか（改正しない）」か「廃止する」かについ
て生産者など利害関係者に確認の上，原案作成
団体としての対応を判断するよう依頼し，JISが
常に現代の社会に適合した規格となるよう維持
管理をしています。
　以上のようなプロセスにより，JIS改正が必要
となった場合は，原案作成団体は JIS改正原案を
策定する「原案作成委員会」を結成します。「原
案作成委員会」は，当該 JISの利害関係者である
生産者側の工業協会や使用者側の工業団体，中立
者として学識経験者，公的試験研究機関，関連省
庁などから選任された委員により構成されます。

1．は　じ　め　に

　一般社団法人日本保温保冷工業協会（以下，日
保協）は，日保協の関連組織である断熱・保温規
格協議会（以下，断保協）と連携して経済産業省
が所掌する保温保冷材に関わる日本産業規格
（Japanese Industrial Standards：以下，JIS）の見
直しや制定を行っています。
　このたび，JIS A 9501（保温保冷工事施工標準）
が，前回2014年から5年ぶりに改正されましたの
で，その改正の概要について解説します。
　なお，2019年7月1日から「工業標準化法」の
一部が改正され，法律名「工業標準化法」が「産

4

業
4

標準化法」に，「日本工業規格（JIS）」が「日
本産業

4 4

規格（JIS）」へと変更されました。この法
令改正は，近年の IoTやAIなどの情報技術の進歩
により，企業競争力がデータやその活用に移り変
わり，工業標準化法の対象もデータ，サービスな
どへと拡大しているために行われました。

2．JIS改正の手続きについて

　ここで，JIS改正の手続きについて，簡単に触
れておきます。
　産業標準化法では，制定，改正にかかわらず，
民間団体等の利害関係人が産業標準原案（JIS原案）
を作成し，主務大臣に申し出ることができる旨定め
ています（法第12条）。なお，主務大臣が産業標準
原案を策定することもできます（法第11条）。いず
れの場合も，これらの原案は日本産業標準調査会

JIS A 9501（保温保冷工事施工標準）の改正に寄せて

一般社団法人日本保温保冷工業協会

寄稿
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　「原案作成委員会」でまとめられた JIS改正原案
は，産業標準化法に基づいて主務大臣によって制
定されます。一般的には一般財団法人日本規格協
会が実施している公募制度という制度を利用し，
原案作成団体が主務大臣に申し出を行うという方
法を用いて改正作業を行います。
　なお，本稿で解説する JIS A 9501（保温保冷工
事施工標準）は制定当初より日保協が原案作成
団体となっております。文末の別表「保温保冷
材関連 JIS履歴」に，1952年から現在までの日保
協が原案作成団体として JISの制定・改正・見直
しを行った履歴をまとめていますので，ご参照
ください。
　現在までに廃止された JIS，新たに制定された
JIS，統廃合された JISなど大きな変化が読み取ら
れます。かつては，石綿，コルク，牛毛など天然
資源を活用した保温保冷材料が中心となっていま
したが，次第にロックウール，グラスウール，け
い酸カルシウム，ポリスチレン，ポリウレタンな
ど人工的素材を使用した保温保冷材料が主流に
なってきています。

3．JIS A 9501の改正について

3.1　JIS A 9501とは
　JIS A 9501（保温保冷工事施工標準）は，1952

年に初めて制定され，以来15回の改正を経て最
新版として2019年版が制定されました。
　この間，2001年の改正においては，規格のグロー
バル化を図るため，ISO 12241:1998，Thermal in-

sulation for building equipment and industrial in-

stallations-Calculation rulesと一部共通点があるの
で整合化を図りましたが，適用範囲が異なる規格
であることから2006年の改正では国際対応規格
として扱わないこととなりました。
　このように JIS A 9501は，60年以上の歴史があ
りますが，保温保冷材関連の JISでは名称変更し
たものが多い中，「保温保冷施工標準」の名称変
更はありませんでした。
　また，JISは本来鉱工業に関する標準化のため
の工業標準ですが，JIS A 9501は施工工事の標準
として制定された極めて異色な存在です。これは，
保温保冷材料それ自身は単独では使用できず，施
工工事を通じて始めて保温保冷機能を発揮し，施
工工事が品質保証に極めて重要であるとの理由に
よるためです。
　なお，表1にプラント・住宅・ビルの設備機器・
配管用に対応する工事施工に関するJIS A 9501と
保温保冷材料の JISとの関係を示す他，参考とし
て主に常温で使用される住宅・ビルの建築用断熱
材に関する JISについてまとめましたので，ご参
照ください。

表1　施工対象箇所に対応する工事施工のJISと保温保冷材料のJISとの関係

施工対象箇所 工事施工 保温保冷材料

プラント・住宅・ 
ビルの設備機器・ 

配管
A 9501

保温保冷工事施工標準

A 9504  人造鉱物繊維保温材 ・ロックウール保温材
 ・グラスウール保温材
A 9510  無機多孔質保温材 ・けい酸カルシウム保温材
 ・はっ水性パーライト保温材
A 9511  発泡プラスチック保温材 ・ビーズ法ポリスチレンフォーム保温材
 ・押出法ポリスチレンフォーム保温材
 ・硬質ウレタンフォーム保温材
 ・ポリエチレンフォーム保温材
 ・フェノールフォーム保温材

住宅・ビルの常温で
使用する断熱材

該当 JISなし
（発注者の仕様による）

A 9521  建築用断熱材 ・グラスウール断熱材
 ・ロックウール断熱材
 ・インシュレーションファイバー断熱材
 ・ビーズ法ポリスチレンフォーム断熱材
 ・押出法ポリスチレンフォーム断熱材
 ・硬質ウレタンフォーム断熱材
 ・ポリエチレンフォーム断熱材
 ・フェノールフォーム断熱材
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3.2　JIS A 9501の構成
　JIS A 9501は，2017年11月に「原案改正委員会」
が組織され，全面的な見直しが行われました。序
文に続き，保温保冷材料の工事施工標準に係る以
下の9箇条により構成されています。

■ 適用範囲
　JIS A 9501の適用範囲として，化学工業，燃料
工業および熱利用動力に関する諸装置，空気調和，
給排水衛生設備などの保温保冷工事において使
用される保温保冷材料と副資材の種類と使用方
法，設計方法および施工要領が規定されています。
保温保冷材料の対象温度は－180℃～ 1000℃の範
囲と明確に規定されています。

■ 引用規格
　JIS A 9501で引用される JISが列記されていま
す。保温保冷材や副資材の各 JISはもちろんのこ
と， JIS A 0202（断熱用語）や JIS Z 8806（湿度－
測定方法）などの44規格があります。これら引
用された JISは，JIS A 9501の一部として構成され
ることになります。

■ 用語及び定義
　JIS A 9501で使用される用語とその定義が記
述されています。用語と定義は，基本的には JIS 

A 0202（断熱用語）によりますが，それ以外の
施工工事で必要な用語，例えば「保温カバー」
や「はぜ掛け」などの用語と定義が記載されて
います。

■ 保温保冷工事に使用する材料
　保温保冷材料の種類と選択条件が記載されて
います。
　主な保温保冷材料として，JIS A 9504（人造鉱
物繊維保温材），JIS A 9510（無機多孔質保温材），
JIS A 9511（発泡プラスチック保温材）の3規格
が適用されています。
　また，保温保冷工事で使用される主な副資材が
一覧表としてまとめられています。

■ 保温材及び保冷材の厚さの算出
　伝熱計算の基本式，平均熱伝導率の基本式等の
保温保冷計算で使用される基本式が記載されてい
ます。
　保温材の厚さを計算する場合については，設計
条件ごとの計算方法が記載されています。さらに，
保冷材の厚さ，防露材の厚さ，経済的な保温厚さ
の計算方法についても記載されています。さまざ
まな条件での具体的な計算例は，附属書（参考）
として文末にまとめられています。

■ 保温工事施工法
　プラント等で用いられる保温工事において使用
する保温保冷材料や副資材およびその施工要領に
ついて述べられています。
　保温工事の具体例として，25枚の施工図が掲
載されています。

■ 保冷工事施工法
　プラント等で用いられる保冷工事において使用
する保温保冷材や副資材およびその施工要領につ
いて述べられています。
　保冷工事の具体例として，15枚の施工図が掲
載されています。

■ 建設設備の保温・保冷・防露工事施工法
　建築設備で用いられる保温工事，保冷工事，
防露工事において使用する保温保冷材や副資材
およびその施工要領について述べられています。
　建築設備で用いられる保温工事，保冷工事，防
露工事の具体例については，21枚の施工図が掲
載されています。

■ 検査
　保温工事，保冷工事，防露工事の途中での検査
や工事完成後の性能確認検査において使用される
検査方法について述べられています。

　JIS A 9501は，以上の9箇条から成るJIS本文の
ほか，特殊用途の保温厚さの計算や大部な計算事
例などを記載した9つの附属書（参考）により構
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（1） JIS R 3311（セラミックファイバーブランケッ
ト）については，前述の引用規格で述べたよ
うに，削除されました。

（2） 副資材に「ゴム系外装材」「金属樹脂積層外
装材」が追加されました。

（3） 副資材の使用範囲について，現状に合わせて
見直しが行われ改正されました。例えば，旧
規格では「樹脂製化粧カバー」「樹脂製整形
エルボ」「アルミガラスクロス」「アルミホイ
ルペーパ」「着色アルミガラスクロス」「アル
ミガラスクロス原紙」については，使用範囲
が建築設備関連のみに限定されていました
が，新規格では保温工事，保冷工事まで適用
範囲が拡大しました。

■  保温材及び保冷材の厚さの算出
　旧規格では，保温厚さおよび保冷厚さの算出に
関わる伝熱計算や平均熱伝導率を求める基本式
は，附属書（参考）に記載されていましたが，保
温材および保冷材の厚さ設計の基本となる計算式
であるため，新規格では JIS本文に移行されまし
た。内容そのものの変更はありません。
　その他，今回の見直しにより，数値の一部誤記
を修正しています。

■ 保温工事施工法
　保温工事施工法については，旧規格と新規格で
の内容の変更はありませんが，前述の保温保冷工
事に使用する材料で述べたとおり，「ボタンパン
チはぜ」「断熱布団」の施工法が追記され，それ
ら施工図面（図1，図2）が新たに追加されました。

■ 保冷工事施工法
　旧規格では附属書（参考）に「硬質ウレタン
フォーム注入発泡用原液の取扱い」と「保冷材
を貫通する金属部の施工要領」が記載されてい
ましたが，JIS本文として記載できる内容である
ため，新規格では JIS本文の該当箇所に移行され
ています。

成されています。
　附属書（参考）とは，JIS本文の内容を理解し
やすくするため補足的な説明などを参考として記
載するものです。

3.3　改正のポイント
　JIS A 9501 の2019年版（以下，新規格）の2014

年版（以下，旧規格）からの主な改正ポイントは
次のとおりです。

■ 適用範囲
　旧規格の適用範囲には，施工方法は明記されて
いましたが，保温保冷材料および副資材の使用方
法，設計方法等は十分網羅された記述でなかった
ため，これらを明確に含む記述に改められました。

■ 引用規格
　旧規格では，JIS R 3311（セラミックファイバー
ブランケット）が新たに引用規格として採用され
ましたが，保温材としての使用例はあるものの，
主な用途は耐火材で JIS A 9501の適用温度範囲外
で使用されることが多いことから，新規格では削
除されました。

■ 用語及び定義
　新規格では，業界で日常的に使用され，JIS本
文中に頻出している「はぜ掛け」「びょう（鋲）」
を新たに追加しました。
　また，近年保温保冷工事での使用が広がってき
た「断熱布団」「ボタンパンチはぜ」も新たに追
加されました。
　同様に，使用が広がっているハイパロンゴム系
の外装材は，ハイパロンが製品名であるため「ゴ
ム系外装材」として，金属と樹脂を積層した外装
材も「金属樹脂積層外装材」として今回の改正で
追加されました。

■ 保温保冷工事に使用する材料
　現在，保温保冷工事で使用されている保温材，
保冷材および副資材を見直し，追加又は削除が行
われました。
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■  附属書（参考）の見直し
　「原案作成委員会」では，附属書（参考）につ
いても見直しを行い，そのまま附属書（参考）と
して踏襲するもの，規定とすることが適当と判断
したものについては JIS本文に移行し，不適当と
判断したものについては削除しています。

（1） 旧附属書（参考）を踏襲したもの
  次の8附属書（参考）については，旧附属書（参
考）の内容を踏襲し，順番に合わせ新たにア
ルファベットAからHに振りなおしたものです。

　•  附属書A（参考）配管輸送流体の温度変化を

設計条件とする場合の保温厚さの計算
　•  附属書B（参考）静止流体の時間に対する温
度変化及び保温厚さの計算

　•  附属書C（参考）管内水の凍結防止の保温厚
さの計算

　•  附属書D（参考）表面温度及び表面熱伝達率
の算出方法

 ※ ただし，式名称については出典が不明なた
め式名称を削除

　•  附属書E（参考）経済的な保温厚さの求め方
　•  附属書F（参考）保温材の使用温度について
 ※ ただし，最高使用温度の記述については，

図1　水平配管のボタンパンチはぜ施工例　（出典：一般財団法人日本規格協会編『JIS A 9501:2019』図5）

金属製
外装材

ひも出し加工

金属製外装材

保温材
A部詳細 B部詳細

ボタンパンチはぜの場合

B
A

図2　フランジの断熱布団施工例　（出典：一般財団法人日本規格協会編『JIS A 9501:2019』図19）

外装材

面ファスナー

面ファスナー

保温材

人造鉱物繊維保温材

ガラスクロスなどの
織布
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使用条件等によって一義的に定めることが
できないために削除

　•  附属書G（参考）保温材下腐食（CUI）に対
する留意事項

　•  附属書H（参考）計算事例について

（2） JIS本文に移行された旧附属書（参考）
  次の4つの旧附属書（参考）については，内
容的に JIS本文に記載するのが適当と判断さ
れ，JIS本文の該当箇所に移行されています。

　•  旧附属書D（参考）伝熱計算の基本式は，JIS

本文箇条5.1「伝熱計算の基本式」に移行
　•  旧附属書F（参考）保温材又は保冷材の平均
熱伝導率の求め方は，JIS本文箇条5.2「平均
熱伝導率の基本式」に移行

　•  旧附属書 J（参考）保冷材を貫通する金属部
の施工要領は，JIS本文箇条7.3.2.1「配管及
び継手類」に移行

　•  旧附属書K（参考）硬質ウレタンフォーム注
入発泡用原液の取扱いについては，JIS本文
箇条7.3.1d）「一般事項」に移行

（3） 削除された旧附属書（参考）
  旧附属書G（参考）結露防止における表面温
度の安全率については，必ずしも業界で確立
された内容といえないため削除されました。

（4） 新旧対照表
  旧規格（JIS A 9501：2014）と新規格（JIS A 

9501：2019）の新旧対照表が，附属書 I（参考）
技術上重要な改正に関する新旧対照表として
まとめられています。

4．お　わ　り　に

　本稿では，2019年に行われた JIS A 9501改正
の概要について述べてきました。日保協では JIS 

A 9501の改正時に合わせ「JIS保温解説」を制定
当初より発刊しています。「JIS保温解説」は，一
般財団法人日本規格協会の全面的協力により保
温保冷に関連する各 JIS文を掲載し，JIS A 9501

についての改正ポイントとその背景・考え方を解
説しています。「JIS保温解説」は非売品ですが，
これら JISに関連する団体や日保協会員に頒布し
ています。
　日保協は，保温保冷工事と保温保冷材料の販売・
製造を行う約500社を会員とした我が国の保温保
冷業界を代表する専門団体です。本稿のような保
温保冷関連の JISの制定・改正・見直しのほか，
保温保冷に関する技術・技能の伝承と向上，啓発・
普及などの事業を関係省庁とも連携して推進して
おります。
　また，保温保冷材料メーカから成る工業協会を
会員とした断保協も，日保協と緊密に連携して，
保温保冷関連の JISおよび ISO規格の制定・改正・
見直しなど維持管理業務を行っています。
　日保協は今後も断保協と連携して，JISおよび
ISO規格の維持管理業務を通じ，保温保冷業界の
発展のため，微力を尽くしてまいる所存です。
　本稿をご一読の上，ご意見などをいただけまし
たら幸いでございます。今後とも，ご支援ご鞭撻
のほどよろしくお願い申し上げます。

一般社団法人日本保温保冷工業協会
〒111-0053 
東京都台東区浅草橋1-10-7 信成ビル3階
TEL：03-3865-0785   
HP：jtia.org   　 E-MAIL：jimukyoku@jtia.org
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Z 9501　
保溫保冷工事施工標準

A 9501
保温保冷工事施工標準

Z 9502
石綿保溫材

A 9502
石綿保温材 廃止

廃止

廃止

廃止

廃止

廃止

Z 9503
石綿入りケイソウ土保溫材

A 9503
ケイソウ土保温材

A 9503
けいそう土保温材

Z 9504
岩綿保溫材および鑛サイ綿保溫材

Z 9506
炭酸マグネシア保温材

A 0202
断熱用語

A 9506
塩基性炭酸マグネシウム保温材（炭マグ保温材）

A 9506
炭酸マグネシア
保温材

Z 9508
牛毛フェルト

A 9521
住宅用ロックウール
断熱材

A 9521
住宅用人造鉱物繊維断熱材

A 9521
建築用断熱材

A 9522
住宅用グラスウール
断熱材

A 9510
ケイ酸カルシウム保温材

A 9523
吹込み用グラスウール断熱材

A 9523
吹込み用繊維質断熱材

A 9510
無機多孔質保温材

A 9512
パーライト保温材

A 9524
吹込み用ロックウール断熱材

A 9525
吹込み用セルローズファイバー断熱材

A 9513
硬質フォームラバー保温材

A 9512
はっ水性パーライト保温材

A 9510
けい酸カルシウム保温材

A 9508
牛毛フェルト

Z 9507
炭化コルク板

A 9507
炭化コルク板

Z 9505
ガラス纎維保温材

A 9514
硬質ウレタンフォーム
保温材

A 9504
岩綿保温材および鉱サイ綿保温材

A 9511
フォームポリスチレン保温材

A 9511
ポリスチレンフォーム保温材

A 9511
発泡プラスチック保温材

A 9505
ガラス纎維保温材

A 9504
岩綿保温材および鉱さい綿保温材

A 9504
人造鉱物繊維保温材

A 9505
ガラス綿保温材

A 9515
ポリエチレンフォーム保温材

A 9504
ロックウール保温材

A 9505
グラスウール保温材

A 9509
スサ入り
ケイソウ土保温材

1952 1953～ 1955～ 1958～ 1961～ 1965～ 1969～ 1972～ 1979～ 1985～ 1990～ 1992～ 1995～ 2000～ 2014～1964 1983 1984 1989 1994 2019

別表 保温保冷材関連ＪＩＳ履歴



〈寄稿〉JIS A 9501（保温保冷工事施工標準）の改正に寄せて

ニチアス技術時報　2020 No. 1 13

Z 9501　
保溫保冷工事施工標準

A 9501
保温保冷工事施工標準

Z 9502
石綿保溫材

A 9502
石綿保温材 廃止

廃止

廃止

廃止

廃止

廃止

Z 9503
石綿入りケイソウ土保溫材

A 9503
ケイソウ土保温材

A 9503
けいそう土保温材

Z 9504
岩綿保溫材および鑛サイ綿保溫材

Z 9506
炭酸マグネシア保温材

A 0202
断熱用語

A 9506
塩基性炭酸マグネシウム保温材（炭マグ保温材）

A 9506
炭酸マグネシア
保温材

Z 9508
牛毛フェルト

A 9521
住宅用ロックウール
断熱材

A 9521
住宅用人造鉱物繊維断熱材

A 9521
建築用断熱材

A 9522
住宅用グラスウール
断熱材

A 9510
ケイ酸カルシウム保温材

A 9523
吹込み用グラスウール断熱材

A 9523
吹込み用繊維質断熱材

A 9510
無機多孔質保温材

A 9512
パーライト保温材

A 9524
吹込み用ロックウール断熱材

A 9525
吹込み用セルローズファイバー断熱材

A 9513
硬質フォームラバー保温材

A 9512
はっ水性パーライト保温材

A 9510
けい酸カルシウム保温材

A 9508
牛毛フェルト

Z 9507
炭化コルク板

A 9507
炭化コルク板

Z 9505
ガラス纎維保温材

A 9514
硬質ウレタンフォーム
保温材

A 9504
岩綿保温材および鉱サイ綿保温材

A 9511
フォームポリスチレン保温材

A 9511
ポリスチレンフォーム保温材

A 9511
発泡プラスチック保温材

A 9505
ガラス纎維保温材

A 9504
岩綿保温材および鉱さい綿保温材

A 9504
人造鉱物繊維保温材

A 9505
ガラス綿保温材

A 9515
ポリエチレンフォーム保温材

A 9504
ロックウール保温材

A 9505
グラスウール保温材

A 9509
スサ入り
ケイソウ土保温材

1952 1953～ 1955～ 1958～ 1961～ 1965～ 1969～ 1972～ 1979～ 1985～ 1990～ 1992～ 1995～ 2000～ 2014～1964 1983 1984 1989 1994 2019

別表 保温保冷材関連ＪＩＳ履歴
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CAE（Computer Aided Engineering）は製品・工程をコンピュータ上で擬似的に再現し，さまざまな検討
を支援する技術です。ニチアスでは，研究・開発，設計および製造までのあらゆる工程でCAEを取り入れ，品質
やサービスの向上に努めています。ここでは，弊社のCAE技術について事例を通してご紹介します。

対象製品概要
TOMBOTM No.5001-TN「フォームナート® カバー TNシリーズ」
　当社のウレタンフォーム技術，保冷施工技術の経験より開発された保冷に優れた低温流体配管用断熱材です。

TOMBOTM No.5010「フォームナート® サポート」
　高密度ウレタンフォームを基材とした低温流体配管用のサポートです。構造部材としての充分な強度に加え，
優れた断熱性，耐候性を有しております。

　LNGだけでなく，液化石油ガス（LPG），エチレン，アンモニアなどのさまざまな低温流体についても，仕様
に応じた設計・施工が可能です。

　液化天然ガス（LNG）の輸送のためには約−162℃の配管を保冷する必要があります。その高度な要求を
満足するためには，配管の設置・運転環境に合わせて保温カバーや配管を支えるサポート材を用いた保冷仕
様を設計する必要があります。この基本設計はJIS A9501（保温保冷工事施工標準）に基づいて行われます
が，サポート部分は素材の熱物性が異なるカバーとの複合構造であり，一次元計算では伝熱の予測は困難
です。
　そこで当社では，伝熱CAE技術を用いて配管サポート部分の接合による表面および内部温度への影響を
予測し設計を行うことで，より信頼性の高い保冷仕様をご提案しております。

低温配管用断熱サポートの設計で
活用される伝熱CAE第1回

ノンフロン硬質ウレタンフォーム断熱材
「フォームナート® カバー TN」

低温配管用断熱サポート
「フォームナート® サポート」
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ま　と　め
　低温配管の保温カバーと配管サポート材は素材の熱物性が異なります。そのため，複合部分では仕様設計に
必要な温度分布を一次元計算だけで予測することは困難です。特にサポート材は入熱しやすいため，保冷性能
不足を防ぐために大きめに設計されることもあります。
　一方，伝熱CAEを用いることで，
　● サポート材形状やサイズを変更した際の影響予測が容易で，検討時間が短縮できます
　● 材料サイズや施工スペースの無駄なく最適な仕様を設計できます
　● 施工前に温度分布を可視化できることで，お客様への提案時にも分かりやすく説明できます
　実際の施工後も，設計どおり順調に稼動しています。

解析の目的
　カバーとサポートは素材の熱物性が異なり，特にサポート部分は入熱しやすいため，この複合部分の温度を
予測し，要求される保冷性能を満足できるサポート形状の選定と保冷仕様の設計を行う。

解析対象のモデル化
● 低温流体が流れる配管はフォームナート® カバー TNで断熱保冷されている
● 配管の支持が必要な箇所にはフォームナート® サポートが設置されている

低温流体

配管

サポート材

保温カバー

サポート材底部

CAE解析結果

低温流体

配管

サポート材

サポート材

保温カバー

低温流体温度

外気温 断面

低温流体

保温カバー配管

サポート材底部

保温カバーよりも入熱しやすいサポート
材部分でも，内部流体を保冷できる使用
を設計・提案できた

保温カバーとサポート材の複合部分にお
ける温度分布を，3次元で予測・可視化で
きた

最も要求の厳しいサポート材底部におい
ても，保冷性能を満足していることが一目
瞭然となった



ニチアス技術時報　2020 No. 116

2．解析の流れ

　弊社は，繊維系多孔質材料を用いた製品を多数
開発している。そこで，これまでに得られた繊維
特性の知見を元にBiotパラメータを算出し，解析
モデルを作製した。続いて，モデルの精度につい
て ILで実測値との比較検証を行った。そして，遺
伝的アルゴリズムで多目的最適化計算を行い設計
パラメータとの相関を検証した。それぞれについ
ては以下で詳細に記載する。

3．�Biotパラメータを用いた繊維特性の
推定

　繊維系防音材の素材設計には繊維径D，多孔度
φ（繊維の真密度ρt，かさ密度ρ）等の特性値が
あり，特性値と流れ抵抗σは式（1），（2）に示す
関係がある。例えば繊維の真密度ρtが既知で，
音響特性を最大化させるBiotパラメータ（流れ抵
抗σ，多孔度φ）の要求が決まれば，設計要素で
ある繊維径Dを決定することができる。式（1）
の流れ抵抗σは，空気の粘度μと多孔度φを用い
た実験式である 4）。

σ＝Aμ(1－φ)B D C  （1）

φ＝1－
ρ
ρt  （2）

　ここで，A，B，Cは実験から求めるフィッティン
グ係数である。
　また，求めた繊維径Dと多孔度φから式（3），（4）

1．は　じ　め　に

　自動車の車外騒音規制が2016年より年々厳し
くなっていることから 1），2），自動車部品において
は振動騒音性能向上と軽量化の高次元両立が大き
な課題となっている。一方で，動力源がガソリン
エンジン，ディーゼルエンジン，そしてモーター
と変化する中で，ノイズの種類や周波数域も異
なってきた 3）。
　防音材による対策では，静粛性と軽量化は一
般的に相反することから，両者を高次元で両立さ
せるための一つの考え方として，防音材を積層さ
せることによる吸音特性（以下，α），透過損失
特性（Transmission Loss　以下，TL），固体伝
播音特性（Insertion Loss　以下，IL：挿入損失，
本論で言う ILとは固体振動加振時における防音
材挿入前後における放射音エネルギーの差分）
といった音響特性の多機能化がある。これは，各
層の製品部材を調整することにより，防音材の吸
音，遮音，固体伝播音特性を，対象とするノイ
ズに対して効果的に発揮させるものである。こう
した防音仕様は，開発初期段階に最適に設計す
る必要がある。
　当社はこれまでに，Biot理論を用いて，繊維系
多孔質材料の密度や繊維径から吸音率を予測する
技術に取り組んできた 4）。
　本論ではノイズ特性に合わせた最適な設計を可
能にするシミュレーション手法を提案することを目
的とする。本論では，遺伝的アルゴリズムを用い
て音響特性を同時に最適化する技術を紹介する。

積層防音材の音響特性最適化に関する研究

研究開発本部　CAE室　　三　木　達　郎

技術レポート
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を用いて熱的特性長Λ'，粘性特性長Λを求めら
れる。ここでα∞は迷路度である。

Λ'＝
φ

2(1－φ) D  （3）

Λ＝ 8ηα∞
σφ  （4）

　

4．解　析

4.1　解析モデル
　積層防音材の音響解析には市販ソフトのActran

（MSC社），遺伝的アルゴリズムによる最適化計
算はMATLAB（MathWorks社）を用いた。
　α，TL，ILの4層構造防音材の解析モデルをそれ
ぞれ図1～ 3，に示す。モデルは200mm角，トー
タル厚みを10mm以下とした。ここで，Felt 2，
Felt 4をそれぞれ1st layer，2nd layerとした。
　αについては，式（5）にて，Film 1側からの
入力に対する吸音率を求めた。透過損失は，式（6）
にてFelt 4側からの入力音圧とFilm 1側から出力
される透過音圧から求めた。ILは，式（7）にて
図3のPlate面を構造加振し，4層構造防音材の有
無におけるFilm 1側から100mmの上方の音響エ
ネルギー差分から求めた。

α＝1－ P1

Pin

2

 （5）

TL＝20 log Pin

P1  （6）

IL＝20 log P2

P1  （7）

　ここで，Pinは入射音圧，P1は試料あり時の放射
音圧，P2は試料なし時の放射音圧を示す。また，α，
TLについては音響加振，ILについては構造加振
を入射エネルギーとした。

4.2　�遺伝的アルゴリズムを用いた音響特性�
最適化

4.2.1　最適化手法
　多目的最適化の目標は，積層防音材のα，TL，
ILの性能が最大になる設計変数を見つけることで
ある。遺伝的アルゴリズムの最適化においては，
各性能をパレートランキング法によるパレート解
にて算出した。一般的に多目的関数の最適化にお
いては，複数の解の組合せがあり，これら最適な
解の集まりをパレート解と呼ぶ。解は原点に近づ
くほど評価が高くなる傾向にある。また，解全体
をプロットした図をパレート図と呼ぶ 5）。
　パレートランキング法とは，解の優越関係に基
づいて定められる個体間の順位を適合度に用いる
方法である。得られた解を，最適に近い方から順

図1　吸音率の計算モデル

Film 1

Felt 2

Felt 4

Film 3

Air

Acoustic excitation

(2nd layer)  

(1st layer) 

図2　透過損失の計算モデル

Film 1

Felt 2

Felt 4

Film 3

Air

Air

Acoustic excitation

(2nd layer)

(1st layer) 

図3　挿入損失の計算モデル

Film 1

Felt 2

Felt 4

Film 3

Air

Structural excitation

Plate
1[N]

(2nd layer)

(1st layer) 
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に1位，2位…とし，1位をパレート解とする。図
4にパレートランキング法を用いた2変数での一
般的なパレート解の例を示す。

4.2.2　設計変数
　設計変数として，各フェルト層のヤング率Eや
かさ密度ρ，厚さlに着目した。繊維径は一定とし，
2層目と4層目のフェルト層の材料特性（l 2，l 4，
ρ2，ρ4，E2，E4）を設計変数とした。また，全体
の厚さは10mm以下とした。

4.2.3　目的関数
　多目的最適化の目標は，積層防音材のα，TL，
ILの性能が最大になる設計変数を見つけることで
ある。また，α，TL，ILを総合的に評価する多目
的関数として式（8）に示す fを用意した。

f ＝    α×α＋    TL×TL＋    IL×IL  （8）

　ここで， α ， TL ， ILは重みづけ係数であり，
今回はα，TL，ILをバランスよく最大化するため
それぞれ1/3とした。なお，α，TL，ILの解析対
象周波数範囲はそれぞれ2000～ 5000Hz，800～
2500Hz，300～ 800Hzとした。

5．精　度　検　証

　Biotモデルと伝達マトリックス法によるαとTL

に関する精度検証については，過去に実施がなさ
れている 6）。そこで ILについて，Actranにより求
めた計算値と実測値を比較した。

5.1　実験方法
　小型加振機を用いた放射音測定実験を行った。
今回実験に用いた装置を図5に示す。半無響室に
小型加振機（IMV社製）を設置し，その周辺を鋼
板（幅870mm，高さ530mm，厚さ2mm）で覆っ
た。鋼板の内側には吸音材としてグラスウール
ボードを貼り付けた。上面はプレートの振動に干
渉しないように加工し，上面以外から漏れる音は
無視できるレベルであることを確認済みである。
プレート中心の100mm上方にマイクが設置して
あり，プレートのみの放射音とサンプルがある時
の放射音を測定した。また，サンプルは全面をの
りで接着した。

5.2　ILの妥当性検証
　ILの実験値と計算値の比較を図6に示す。測定
サンプルは計算モデルと同じ構造で作製し，熱プ
レスによって□ 200mm，厚さ 10mm，面密度
500g/m2とした。この結果，計算値と実測値が概
ね一対一対応していることから，よく一致してい
ることがわかる。

図4　一般的なパレート解

GOOD

GOOD

パレート解

n位のランキングの解

目的関数A

目的関数B

図5　固体伝搬音測定装置

vibration
generator

吸音材

サンプル 鋼板

図6　ILの実測値と計算値の比較

計算値［dB］

実測値
［dB］

15－15

－15

15

0

0
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適化パレート図を図10にそれぞれ示す。また，α，
TL，ILは，計算結果の最大値を1として，0～ 1

までの割合で表記する。

7．設計パラメータの検討

　ここでは最適化計算結果をもとに，α，TL，IL

のそれぞれを良くするBiotパラメータの値を求め
た。図11～ 14に結果を示す。図中の各Biotパラ
メータは，今回設定した範囲の最大値を1として
正規化したものである。
　図11に示すヤング率との相関を例にとって説
明する。αのみを向上させるには，1st layerのヤン
グ率を大きくし，2nd layerを小さくすればよい
ことがわかる。TLのみを向上させるには，1st 

layer，2nd layer両方を最大値の0.6程度にすれば
よい。ILを向上させるには，1st layerを最大値
の0.3にし，2nd layerのヤング率をできるだけ小
さくすればよい。

6．解　析　結　果

　遺伝的アルゴリズムによる多目的最適化を行
い，α，TL，ILのパレート解を得た。それぞれ個
体数は300，世代数は10とした。α -TL-IL多目的
最適化パレート図を図7，α -TL最適化パレート
図を図8，IL-α最適化パレート図を図9，IL-TL最

図7　α-TL-IL ３次元パレート図
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図8　α-TL ２次元パレート図
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図9　IL-α２次元パレート図
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図10　IL-TL ２次元パレート図
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図11　ヤング率と音響性能の相関
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　図12～ 14についても同様の検討ができ，向上
させたい音響特性に応じた防音仕様の設計が可能
になる。
　従って，上記のようにBiotパラメータの要求値
が決定できるため，式（1）より繊維径Dを決定
することができる。

8．ま　と　め

　積層防音材について，吸音特性，透過損失特性，
固体伝搬音特性といった音響特性を最適にする構
造設計シミュレーション手法を提案することがで
きた。
　これにより，開発初期段階において効率的なノ
イズ対策が可能になると考えられ，低燃費化と静
粛性向上の高次元両立の一助になることが期待で
きる。
　今後は実測値との比較検証により今回提案した
手法の妥当性検証をさらに進めたい。
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図12　流れ抵抗と音響性能の相関
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図13　空隙率と音響性能の相関
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図14　かさ密度と音響性能の相関
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〈特別企画〉 JAXAが行った小型回収カプセルの実証実験で当社断熱材が使用されました

No.387　2019/4 号

〈新製品紹介〉 超高温用うず巻形ガスケット 

 TOMBOTM No.1838R-NM「ボルテックス® ガスケット -NM」

〈製品紹介〉 アルミナファイバー応用製品 

 TOMBOTM No.5461「RFボード TM」 
 TOMBOTM No.5462「RFモールド TM」 
 TOMBOTM No.5655「ファインブロック®」 
 TOMBOTM No.5464「RFキャスト TM」

〈解説〉 平成 30年度省エネ大賞経済産業大臣賞（ビジネスモデル分野）受賞 

 エアロジェル「増し保温 ®」工法による保温材熱ロス削減



・記載の内容は予告なく変更することがありますので、当社製品をご使用の際は、カタログの最新版を入手いただき内容をご確認ください。
・本冊子記載の内容は、あくまで記載の条件下における情報を提示するものであり、すべての条件を網羅していない可能性があります。
・本冊子作成にあたっては内容の正確性に最大限の注意を払っておりますが、本冊子内のすべての情報、説明、推奨事項が、何らかの保証を行うものでは
ないことをご了承ください。

・本冊子に記載の使用方法等が第三者の知的財産権を侵害しないことを保証するものではございません。
・本冊子に記載の情報について、複写、模倣、流用、転載などの著作権法によって保護されている権利を侵害する行為は固くお断りします。
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